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新交通ビジョンの進捗状況
新交通ビジョン

 
～海上交通の安全確保に向けての新たな展開～（H20.6.25 海事分科会答申）

・海難分析等の機能の強化

 
・関係機関の連携による海上安全行政の総合的展開

・

 

ふくそう海域における安全性の向上

・

 

港内船舶交通の効率化、安全対策の強化

１

 

航路管制官・港内管制官の能力・資質の向上

・

 

現場第一線の充実強化

２

 

マリンレジャー活動に対する安全対策
漁船の安全対策

３

 

緊急度に応じた情報の提供

 
・

 

情報提供の多言語化

・ ＡＩＳを活用した多種多様な情報提供

 
・ ＡＩＳの普及促進等

・ 航路標識の高機能化・信頼性の向上

 
・ 航路標識の重要度を踏まえた保守の実施
・ 新たな航路標識制度の構築による適正な配置・管理の促進

 
・ 役割の低下した航行援助システムの廃止

海難分析・対策立案機能の強化

地域特性に応じたきめ細かな海難防止活動の推進

特性を活かした安全情報の提供

ＩＴ等の最新技術を活用した安全対策の推進

航路標識の整備、管理のあり方

ＡＩＳの整備等を踏まえた航行安全対策・効率性の向上

今
後
５
年
間
の
課
題
及
び
重
点
施
策

・「港則法及び海上交通安全法の一部を改正する法律」

（21年７月３日公布）

・新たな港内交通管制システムの構築に向けた地元委員会の開催

（東京湾、伊勢湾）

ＡＩＳの整備等を踏まえた航行安全対策・効率性の向上

・海難調査分析の重点化を図る基準を定めるともに、「海難分析・
安全対策研究会」を設置し有効な分析手法等について検討

・関係省庁海難防止連絡会議において、漁船安全対策の重点化を決定

海難分析・対策立案機能の強化

・部署の海難防止活動に関する情報共有及び活動報告の試行を開始
・地域における個別具体的な注意喚起の実施
・女性による漁船員の救命胴衣着用の促進活動(LGL活動)の推進

地域特性に応じたきめ細かな海難防止活動の推進

・海上保安庁における新たな情報提供体制の構築に係る検討を開始
・外国船舶を対象とした情報ニーズ等調査を開始

特性を活かした安全情報の提供

・瀬戸内海海域において、AISを用いて各種情報を取得する新たな
海上安全システム(ENSS：電子航行支援システム)の実海域実証
実験を実施

・AIS航海情報の是正に係る指導を実施（継続）

ＩＴ等の最新技術を活用した安全対策の推進

・重要度の区分に応じた管理の試行を開始
・適正配置、廃止の促進（南鳥島ロランＣ局等）

航路標識の整備、管理のあり方

新
交
通
ビ
ジ
ョ
ン
の
進
捗
状
況



航路管制官の能力向上

１

 

航路管制官・港内管制官の能力・資質の向上

 

（航路管制官の能力向上）

・養成研修制度の確立
・現場研修の充実強化
・効果的な実践訓練のための機器の整備

１

 

航路管制官の養成等にかかる国際的動向
２

 

航路管制官の研修制度の概要
３

 

研修制度の確立及び資格認定制度導入に

 向けた取組み

新交通ビジョンにおける講ずべき施策 現状と今後の取組み

・

 

ふくそう海域における安全性の向上

・

 

港内船舶交通の効率化、安全対策の強化

ＡＩＳの整備等を踏まえた航行安全対策・効率性の向上 新交通ビジョンを踏まえた
海上交通の安全確保のための

制度改正の施行について



１ー１１ー１

 
航路管制官の養成等に係る国際的動向航路管制官の養成等に係る国際的動向

国際海事機関（ＩＭＯ）国際海事機関（ＩＭＯ）
「ＶＴＳ運用者の採用、資格付与及び研修に関するガイドライン」（※）

国際航路標識協会（ＩＡＬＡ）国際航路標識協会（ＩＡＬＡ）
「ＶＴＳマニュアル」「ＶＴＳマニュアル」
「ＶＴＳ要員の研修及び資格認定に関する基準についての勧告」（Ｖ－１０３）「ＶＴＳ要員の研修及び資格認定に関する基準についての勧告」（Ｖ－１０３）

ＶＴＳを構成する要員の職責（レベル）ごとＶＴＳを構成する要員の職責（レベル）ごとに研修及び資格認定を実施するものであること。
ＶＴＳ運用者：ＶＴＳにおいて業務に従事する者
ＶＴＳ監督者：ＶＴＳにおける業務を監督する者
職場研修指導者：ＶＴＳにおける職場研修を指導する者

研修内容等は職責ごとに示された模範研修コース研修内容等は職責ごとに示された模範研修コースに基づくものであること。
研修科目、人数、指導者、授業支援装置（シミュレーター等）

米国、カナダ、シンガポール等が既にＶ－１０３に基づく研修・資格認定制度を導入米国、カナダ、シンガポール等が既にＶ－１０３に基づく研修・資格認定制度を導入米国、カナダ、シンガポール等が既にＶ－１０３に基づく研修・資格認定制度を導入

ジンガポールVTS

（※）ＶＴＳ：Vessel Traffic Service（海上交通センター）

航路管制官の能力向上



１－２１－２

 
航路管制官の研修制度の概要航路管制官の研修制度の概要

(1)

 

ＩＡＬＡの勧告等に基づく研修制度

管制・情報提供業務課程管制・情報提供業務課程
場所：海上保安学校門司分校

期間：12日間

職場研修職場研修
場所：海上交通センター

期間：所要日数

• 行政法

• 海上交通政策

• 航行安全行政

 

等12科目

運用管制官任用前研修運用管制官任用前研修
場所：海上交通センター

期間：8日間

• 業務概論

• 関係法令

• 航行安全行政等

 

14科目

初任者初任者

監督者監督者

(2)

 

海上保安庁における現行の研修制度

海
上
保
安
業
務
に
従
事

海
上
保
安
業
務
に
従
事

海
上
保
安
部
署
、
巡
視
船
艇
等

ＶＴＳ監督者研修ＶＴＳ監督者研修
試験試験

認定証交付認定証交付

職場研修職場研修ＶＴＳ運用者研修ＶＴＳ運用者研修

Ｄ０３
Ｃ０８

航
路
管
制
官
等
と
し
て
執
務

航
路
管
制
官
等
と
し
て
執
務

試験試験
認定証交付認定証交付初任者初任者

監督者監督者

技技

 
能能

 
評評

 
価価

法改正に伴うより高度な業法改正に伴うより高度な業

 
務に対応し教育内容を充実す務に対応し教育内容を充実す

 
るとともに、国際標準に対応るとともに、国際標準に対応

 
させるため、次の体制等を整させるため、次の体制等を整

 
備・確立する必要がある。備・確立する必要がある。

職責ごとの研修体制職責ごとの研修体制
教育機関における統一的研教育機関における統一的研

 
修体制修体制
シミュレーターを使用したシミュレーターを使用した

 
実践的訓練の導入実践的訓練の導入
職場研修・技能評価制度等職場研修・技能評価制度等

記
録
証
明
記
載

記
録
証
明
記
載

ＶＴＳＶＴＳＶＴＳ認定研修課程認定研修課程認定研修課程

配属後に研修参加

運
用
管
制
官
等
と
し
て
執
務

運
用
管
制
官
等
と
し
て
執
務

シミュレーターの活用等

東京湾海上交通センター

必要に応じて再研修

教育機関教育機関教育機関

海上交通センター海上交通センター海上交通センター

航路管制官の能力向上



１－３１－３

 
研修制度の確立及び資格認定制度導入に向けた取組み研修制度の確立及び資格認定制度導入に向けた取組み

•• 教育内容を充実しつつ国際基準に適合した制度の確立に向けて必要な措置を講じていく。教育内容を充実しつつ国際基準に適合した制度の確立に向けて必要な措置を講じていく。

《《今後の課題今後の課題》》

•• 教育機関における統一的な教育教育機関における統一的な教育の実施を含む、職責（レベル）ごとの研修職責（レベル）ごとの研修体制の確立

•• シミュレーターの整備シミュレーターの整備等の研修機器の整備促進

•• 職場内における技能評価の具体的方法職場内における技能評価の具体的方法の策定（評価内容、評価者の資格等）

• 資格認定における具体的手続きに係る調査及び事前調整

運
用
管
制
官
・
監
督
者
と
し
て
執
務

運
用
管
制
官
・
監
督
者
と
し
て
執
務

職場研修職場研修
技技

 能能

 評評

 価価

記
録
証
明
記
載

記
録
証
明
記
載

試験実施試験実施
認定証の交付認定証の交付

必要に応じて再研修

初任者初任者

Ｄ０３

Ｃ０８

監督者監督者

• 通航管理

• 海事知識

• 海事英語

• 通信

 

他（詳細検討中）

運用管制官任用前研修運用管制官任用前研修
場所：海上保安学校門司分校

期間：約1月間

シミュレーター訓練の導入シミュレーター訓練の導入

管制官卓 船舶卓

教官

通信

訓練生

教育機関教育機関教育機関 海上交通センター海上交通センター海上交通センター

監督者研修監督者研修

資格認定証の交付等資格認定証の交付等

試験実施試験実施
認定証の交付認定証の交付

原則として運用管制官

 
経験者から選抜

航路管制官の能力向上

http://intranet-10/Hlp_hi/clip/cilp2/pc/103_laptop.htm
http://intranet-10/Hlp_hi/clip/cilp2/pc/103_laptop.htm
http://intranet-10/Hlp_hi/clip/cilp2/pc/103_laptop.htm
http://intranet-10/Hlp_hi/clip/cilp2/pc/103_laptop.htm


小型船舶の安全確保

２

 

マリンレジャー活動に対する安全対策
漁船の安全対策

 

（小型船舶の安全確保）

・安全対策の重点化
・自主的対策の普及促進
・自己救命策の促進（救命胴衣の着用等）
・関係機関との連携推進

１

 

現状の取組み
①関係機関との連携
②情報提供の充実
③自主的対策の普及促進
④地元ルールの構築

２

 

充実強化を図るべき対策
①自主的対策の普及促進への取組み
②自主的活動との連携と情報提供の充実

新交通ビジョンにおける講ずべき施策 現状と今後の取組み

・

 

現場第一線の充実強化
・

 

マリンレジャー活動に対する安全対策
・

 

漁船の安全対策

地域特性に応じたきめ細かな海難防止活動の推進



２－１①現状の取組み（関係機関との連携）

○

 

地元関係者による具体的対策の構築

・河口付近に発生する磯波によるプ

 
レジャーボートの転覆海難が２隻

 
が相次いで発生

↓

・緊急の対策として、注意を喚起す

 
るリーフレット作成、配布

↓

・保安部を事務局に地元自治体、漁

 
業関係者、プレジャーボート関連

 
団体等による検討会を設置し、関

 
係機関のホームページ、機関誌へ

 
の海難防止情報掲載、各機関の安

 
全啓発活動を行うほか、実際の激

 
しい磯波の状況の写真等を用いた、

 
安全意識を高めるための広域的な

 
ハザードマップを作成中

○

 

関係省庁海難防止連絡会議

海難発生直後に配布した

 
リーフレット

転覆したプレジャーボート

小型船舶の安全確保

・海難防止に係る関係機関の連携により安全対策を推進することを目的に設置。
・今後3年間の重点対象事項を「漁船の安全対策の推進」と定め取組んでいる。



○

 

地域における個別具体的な注意喚起の実施

２－１②現状の取組み（情報提供の充実）
小型船舶の安全確保

○

 

携帯電話への安全情報配信
情報の入手手段(通信手段)が限定された漁船等へ、気象・海象等の安全情報を的確

 
に伝達するため、 安全情報を収集・提供するシステム（MICS）と協力が得られた

 
地方公共団体（1自治体）のメール配信システムを活用し、事前登録された利用者

 
（携帯電話）に、直接リアルタイムな情報を発信

離岸流の航空写真離岸流の航空写真
海難多発時期の注意喚起

海域特徴に応じた注意喚起



２－１③現状の取組み（自主的対策の普及促進）

○

 

LGL活動の推進
女性による「ライフジャケット着用推進員《LIFE

 

GUARD

 
LADIES》」により、父・夫である漁業者に対する救命胴衣着用

 
の呼びかけなど地域一丸となった活動を実施

石巻海上保安署の発案から全国展開し、２１年９月３０日現在、

 
全国２１都道府県、９５漁協、１,０５３名のＬＧＬが誕生

その他、自治体等による自主的な委嘱も実施

小型船舶の安全確保

○

 

自己救命策確保３つの基本の周知



２－１④現状の取組み（地元ルールの構築）

○海域利用ルールの策定
特に遊泳者と活動海域が競合した事故が多発していた海水浴場では、地元機関

 
と連携し、水上オートバイと遊泳者の活動海域を分割する自主ルールを策定

小型船舶の安全確保

二色の浜公園

 

海浜緑地

周 辺 走 行 ル ー ル



２－２①充実強化を図るべき対策（自主的対策の普及促進への取組み）

○良好な活動の全国展開

眠いな・・・体がこわい・・・

今日は採れねぇな・・・

何もしなくても、夜は眠くなります。
まして、重労働の漁が終わった後には、自然と眠気が襲います！！

・・・だから家族からの寝ちゃダメコール！！！！
お父さん、お母さんの居眠防止のため、入港時間に合わせて、

電話等をかけるようにして下さい。

※疲れた

小型船舶の安全確保

「寝ちゃダメコール」
漁場からの帰港時に、家族等から実際に出漁し

 
ている漁業者本人に直接電話をかける等により注

 
意喚起を行ってもらう「寝ちゃダメコール」の励

 
行を推進している。

「航行安全リーダー制度」
船団内に１名の航行安全リーダーを指名し、

 
安全航行の呼びかけ、大型船発見時の付近航行

 
中（操業中）の漁船への注意喚起などを実施し

 
ている。

・大型船がくるぞ！
・寝てないか？
・ちゃんと見張りしろ！

安全放送

「航行安全リーダー制度」イメージ

航行警報
海上保安庁

漁船の操業が多いので注意してくだ

 

さい。見張りを励行してください。

漁業無線局



２－２②充実強化を図るべき対策(自主的活動との連携と情報提供の充実)

○自主的活動との連携等

「海上安全指導員制度」
・民間有志の安全活動を援助・育成するための方策として発足。

全国で約１,７00名が活動。
・合同パトロール等実施の充実、

認知度向上のための広報活動の
充実などを図っていく。

小型船舶の安全確保

漁船、プレジャーボート等の小

 

型船舶

アクティブな提供アクティブな提供
情報の能動配信情報の能動配信
（航法指導・注意喚起）（航法指導・注意喚起）
携帯メール配信（登録制）携帯メール配信（登録制）

気象警報等の

 

携帯ﾒｰﾙ配信

・・・・・・･･

 

･･

 

･････････

 

･･

 

･･･････

 

･･・・・・・・･

 

･･

 

･・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄHP

携帯電話

○漁船・プレジャーボートに対する積極的な情報配信制度

多くの小型船が有している携帯電話(メールを含む）を有効活用した、

 
情報提供体制を構築する。

http://intranet-10/Hlp_hi/clip/cilp2/gyosen/1412_fishing_Strawler6.htm


情報提供の充実

３

 

緊急度に応じた情報の提供（情報提供の充実）

・情報提供の充実（時間、海域、手段）
①状況に応じた情報提供
②情報利用環境の構築

新交通ビジョンにおける講ずべき施策 現状と今後の取組み

・

 

ＡＩＳを活用した多種多様な情報提供

・電子航行支援システム(ENSS)の構築

・

 

緊急度に応じた情報の提供

 
・

 

情報提供の多言語化

・ ＡＩＳを活用した多種多様な情報提供

 
・ ＡＩＳの普及促進等

特性を活かした安全情報の提供

ＩＴ等の最新技術を活用した安全対策の推進



３①状況に応じた情報提供（情報提供の充実）
情報提供の充実

航路障害物情

 

報

船舶動静情報

安 全 情 報

…等

貨物船等の大型船舶
(外国船舶・内航船舶）

・沿岸３海里未満での海難
（平成19年全海難のうち約80％）

・死者・行方不明者を伴う漁船、

 

遊漁船及びプレジャーボート

 

の海難

 

（平成19年死者・行方不明者を

 

伴う海難のうち94％）

これら海難の防止これら海難の防止

船 舶情 報 提 供 体 制

気象・海象現況

緊急情報

航路標識情報

気象警報・注意報
気象庁システムとの連携

海難情報

ヒヤリハット事例
・過去の海難情報
・地域気象情報

 

など

利便性の向上利便性の向上
・情報コンテンツの充実・情報コンテンツの充実
・広域検索機能の追加・広域検索機能の追加

迅速性の向上迅速性の向上
・・2424時間／時間／365365日日
・リアルタイム性の向上・リアルタイム性の向上

緊急情報を集約緊急情報を集約

・船舶動静の把握

 
・情報の編集

 
・安全情報の提供

管区本部

【提供手段】

・船舶電話

・衛星電話

・ＶＨＦ無線電話

・携帯電話

・インターネット

・電子メール

・ＡＩＳ

・巡視船艇

航行制限等の
航路情報

漁船、プレジャーボート等の

 

小型船舶

アクティブな提供アクティブな提供
情報の能動配信情報の能動配信
（航法指導・注意喚起）（航法指導・注意喚起）
携帯メール配信（登録制）携帯メール配信（登録制）

気象警報等の

 

携帯ﾒｰﾙ配信

・・・・・・

 

････

 

･････

 

･･････

 

･･･

 

･･････・・・

 

・・・･

 

･･･・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄHP

携帯電話

http://intranet-10/Hlp_hi/clip/cilp2/etcsip/061026lpg.htm
http://intranet-10/Hlp_hi/clip/cilp2/etcsip/061026tnker2.htm
http://intranet-10/Hlp_hi/clip/cilp2/etcsip/061026lpg.htm
http://intranet-10/Hlp_hi/clip/cilp2/gyosen/1412_fishing_Strawler6.htm


管区本部

航路障害物

 

情報
気象・海象現況 緊急情報

航路標

 

識情報
海難情報

気象警報・

 

注意報

３②情報利用環境の構築（情報提供の充実）

海図情報 水路書誌

静的情報（長周期更新）

航法に関する規定 漁業区画
等

※

 

基盤情報は、システムに予め搭載される

開 発 中

ＣＤ－ＲＯＭ等

ＡＩＳ電波 ＡＩＳ船舶局装置

インターネット

意思疎通

衝突回避の実施

発信 発信

管区海上保安本部

AIS AIS

動的情報（短周期更新）

簡易型AIS
発信

AIS

発信

AIS

英語又は日本語
による表示

危険区域を仮想エリアで設定
避航

避航

仮想航路標識により
一時的な航路を設定

H21年10月、瀬戸内海においてENSSに
表示する航行支援情報の実海域実験
（評価実験）を実施

陸－船間の情報の高度化

電子航行支援システム（ＥＮＳＳ）電子航行支援システム（ＥＮＳＳ）

情報提供の充実

船－船間の情報の高度化

情報共有

基盤情報

http://intranet-10/Hlp_hi/clip/cilp2/buld/chyousha_riitai.htm
http://intranet-10/Hlp_hi/clip/cilp2/buld/hoanbu5.htm
http://intranet-10/Hlp_hi/clip/cilp2/gyosen/1412_purse_seiner.htm
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